
 

第３章 定年後の収入と支出 

 

１ 退職手当制度の概要 

(1) 退職手当の支給 

退職手当は、勤続に対する報償、生活保障、賃金後払いの要素をそれぞれ有していま

すが、基本的には、職員が長期間継続して勤務した後に退職する場合の勤続報償とし

ての性格が強いものと理解されており、退職手当は、国家公務員退職手当法（以下「退

手法」といいます。）に基づいて支給されます。 

ただし、次のいずれかに該当する場合には、退職手当の全部又は一部が支給されな

いことがあるほか、支給後であっても返納を求めることができるとされています。 

ア 懲戒免職等処分を受けて退職した場合（退手法第１２条第１項第１号） 

イ 失職した場合（退手法第１２条第１項第２号） 

ウ 在職期間中の非違行為に係る刑事事件に関し、退職後に禁錮以上の刑に処せられ

た場合（退手法第１４条、第１５条及び第１７条） 

※ 支給後に禁錮以上の刑に処せられた後、返納を求められる前に死亡したときは、

相続人に対して納付が求められることがあります。 

エ 退職後に、在職期間中の非違行為が発覚し、それが懲戒免職等処分相当の行為で

あると認められた場合（退手法第１４条から第１７条まで） 

※ 既に職員が死亡している場合には、遺族等に対して支給がされない、又は返納

等が求められることがあります。 

また、職員が死亡した場合で、次に該当する遺族は、退職手当を受け取ることができ

ません。 

・ 職員を故意に死亡させた者（退手法第２条の２第４項第１号） 

・ 職員の死亡前に、当該職員の死亡によって退職手当の支給を受けることができる

先順位又は同順位の遺族となるべき者を故意に死亡させた者（退手法第２条の２第

４項第２号） 

 

令和５年４月１日以降、定年が６５歳へ段階的に引き上げられることに伴い、退職

手当については、次の措置が講じられています（以下、引上げ前の定年が６０歳の職員

の場合を基に説明します。）。 

① ６０歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した者の退職手当の基

本額については、当分の間、退職事由を定年退職として算定します。（下記(3)イ関

係） 

② 早期退職募集に応募し、認定を受けて退職する場合の俸給月額の割増率について

は、当分の間、改正前の制度下で対象とされた年齢と割増率が維持されます。（６０

歳～６４歳の者が応募認定退職する場合は、俸給月額は割増しされません。）（下記

(4)ア関係） 

③ 職員が６０歳に達した日後の最初の４月１日から７割水準の俸給月額となる場合

も、役職定年による異動（管理監督職勤務上限年齢による降任等）により俸給月額が



 

減額される場合も、「ピーク時特例」が適用されます。（下記(4)イ関係） 

 

(2) 算定式 

退職手当は、次のように計算されます。 

 

退職手当＝基本額（退職日の俸給月額×退職理由別・勤続期間別支給割合）＋調整額 
 （注）１円未満の端数は切り捨てます。 

 
※ 「退職理由別・勤続期間別支給割合」は、退手法で定められた退職理由別・勤続期間別支給率

に調整率を乗じたものです。国家公務員退職手当支給割合一覧（６５頁）を参照してください。 

 

(3) 基本額 

ア 俸給月額 

退手法上の「俸給月額」とは、一般職の職員の給与に関する法律（以下「給与法」

といいます。）に規定する俸給表の額と俸給の調整額（職務の複雑、困難若しくは責

任の度や勤務条件が特殊な場合に、俸給表の額を調整（加算）するもの。）との合計

額をいいます（地域手当、扶養手当、俸給の特別調整額等の諸手当は含みません。）。 

給与法の適用を受けない行政執行法人の職員の場合には、各法人が定める給与規

則における、これらに相当するものの額の合計額をいいます。 

なお、退職の日に休職、停職、減給その他の理由により、俸給の一部又は全部が支

給されていない場合には、これらの理由がないと仮定した場合にその職員が受ける

べき俸給月額が、退職手当の算定基礎となります。 

 

イ 退職理由 

職員の退職理由は、基本額を算定するに当たり、自己都合、定年・応募認定（５８

頁の「早期退職募集制度」参照）、死亡、傷病、整理等に区分されています。死亡又

は傷病による退職については、公務上と公務外に区分され、更に、公務外の傷病によ

る退職については、通勤によるものと私傷病によるものとに区分されます。 

 

ウ 勤続期間 

勤続期間は、上記イの退職理由とともに、退職手当を算定する際の基本的な要素

です。 

勤続期間は、職員として引き続いて在職した期間（退手法施行令で定める地方公

共団体等における在職期間が通算されます。）に基づき、月単位で計算されます（月

の途中での採用又は退職については、その月を１月として扱います。）。 

在職期間に１年未満の端数がある場合には、その端数は切り捨てられます。 

なお、次の場合等には、その期間の全部又は一部を在職期間から除算した期間を

もって、勤続期間とします。 

 

＜期間の２分の１を除算するものの例＞ 

・ 私傷病による休職、刑事休職及び研究休職（ただし、その内容が公務の能率的



 

な運営に特に資すると認められる場合等を除きます。）の期間 

・ 懲戒処分による停職の期間 

・ 育児休業の期間（ただし、子が１歳に達した日の属する月までの期間について

は、３分の１を除算します。） 

＜期間を全て除算するものの例＞ 

・ 職員団体専従休職の期間 

・ 自己啓発等休業の期間（ただし、その内容が公務の能率的な運営に特に資する

と認められる場合等には２分の１を除算します。） 

・ 配偶者同行休業の期間 

 

【除算期間の計算例】 

 

３月３１日から８月２８日まで休職等があった場合を例にとると 

 

３月及び８月については、いずれも１日以上の勤務日があるため除算の対象と

ならず、４月から７月までの４月間が除算期間の対象となります。 

 

① この期間が、私傷病休職又は停職処分であった場合 

除算期間 ＝ ４月×１／２ ＝ ２月 

② この期間が、職員団体専従休職であった場合 

除算期間 ＝ ４月 

 

 

(4) 基本額の特例 

ア 定年前早期退職者に対する特例（退手法第５条の３） 

応募認定、公務上の傷病又は死亡、整理等により退職した者のうち、定年に達する

日から６月前までに退職した者であって、その勤続期間が２０年以上であること等

の要件を満たし、かつ、その年齢が当該者に係る定年から２０年を減じた年齢以上

であるものについては、定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例（定

年前早期退職特例措置）が適用され、次に掲げる算式により算定した額が、退職手当

の基本額の算定の基礎になります。 

 



 

基本額の算定の基礎となる額 ＝ 退職日の俸給月額 × 

｛１＋（３％(注)×定年年齢までの残年数）｝ 
 

（注）１  給与法の指定職俸給表１号俸相当額以上４号俸相当額未満の者については、

１年当たりの割増率は２％となり、また、４号俸相当額以上の者については、

１年当たりの割増率は１％となります。なお、６号俸相当額以上の者について

は、本特例は適用されません。 

２  「（注)１」に該当しない者のうち、その者に係る定年年齢と退職の日におけ

るその者の年齢との差が１年である者については、１年当たりの割増率は２％

となります。 

３  令和５年４月１日以降、当分の間、応募認定による退職の場合については、

引上げ前の定年から１５年以内（引き上げ前の定年が６０歳であった場合は４

５歳）の年齢から、引上げ前の定年（引上げ前の定年が６０歳であった場合は

６０歳）に達する日前までの間に退職する職員が、特例措置の対象（定年が引

き上がっていない退職者を除く。）となります。この場合において、引上げ前

の定年に達する日前までの残年数が 1 年である者（局長又は審議官クラスを除

く。）の割増率は、３％となります。 

 

応募認定等による退職者等に係る当分の間の措置の内容等について、給与法の指

定職俸給表１号俸相当額未満であり、かつ、引上げ前の定年が６０歳である場合を例

として図示すると、次のとおりです。 

 

引上げ前の定年が６０歳（１０月２日誕生日）の場合の例 

退  職  日 年 齢 割増率 

60歳の誕生日の前日（10月１日）～退職日 60歳 なし 

59歳の誕生日の前日（10月１日）～60歳の誕生日の前々日（９月30日） 59歳 ３％ 

58歳の誕生日の前日（10月１日）～59歳の誕生日の前々日（９月30日） 58歳 ６％ 

57歳の誕生日の前日（10月１日）～58歳の誕生日の前々日（９月30日） 57歳 ９％ 

   

…

…
 

…
 

45歳の誕生日の前日（10月１日）～46歳の誕生日の前々日（９月30日） 45歳 45％ 

 

【早期退職募集制度】 

各省各庁の長等は、募集実施要項を職員に周知することにより、早期退職希望者

を募集することができます。 

１．２つの早期退職募集 

(1) 職員の年齢別構成の適正化を図るための募集（１号募集） 

退職時において、その職員に係る定年から２０年を減じた年齢以上である職

員が対象となります。 



 

なお、令和５年４月１日以降の定年の段階的な引上げに伴い、当分の間、退

手法施行令附則第４項の適用を受ける者にあっては、引上げ前の定年から１５

年を減じた年齢以上であることが要件となります。 

(2) 組織改廃等に伴う募集（２号募集） 

当該組織、官署又は事務所に属する職員が対象となります。 

２．募集から退職までの大まかな流れ 

(1) 早期退職希望者の募集 

各省各庁の長等が、募集対象者全員に対し、募集実施要項を周知して募集し

ます。 

＜募集実施要項＞ 

・年齢、職位、勤務部署その他募集の対象範囲を特定する事項 

・募集の期間（応募受付期間） 

・募集する人数 

・退職すべき期日又は期間等を記載したもの 

(2) 応募 

応募や応募の取下げは、職員の自発的な意思に委ねられたものであり、各省

各庁の長等は、これらを強制してはなりません。 

(3) 認定 

各省各庁の長等は、応募者に対して、原則として認定します。 

(4) 通知 

・ 各省各庁の長等は、応募者に対して、認定通知書又は不認定通知書を交付

します。 

・ （募集実施要領に退職すべき期間を記載した場合）退職すべき期日を通知

します。 

  (5) 退職（応募認定退職） 

   ・ 各省各庁の長等が指定した日（退職すべき期日）に退職します。 

・ 退職手当（自己都合退職よりも割増しされた退職手当（前記(4)ア））を支

給します。 

 

 

イ 俸給月額の減額改定以外の理由により俸給月額が減額されたことがある場合の特

例（退手法第５条の２） 

在職期間中に、俸給月額の減額改定（いわゆるベースダウン）以外の理由（降格、

俸給表間異動等）により俸給月額が減額されたことがある場合において、特定減額

前俸給月額（減額日における当該理由による減額がなかったものとした場合の俸給

月額のうち、最も高い額）が、退職日の俸給月額を上回るときは、次の①及び②によ

り算出した額の合計額を基本額とする「ピーク時特例」が適用されます。 

※ なお、定年の６５歳への引上げに伴い、退手法附則第１５項において、６０歳を

超えて給与が減額された場合の退職手当の算定に当たり、当該減額は退手法第５



 

条の２に規定する俸給月額の減額改定には該当しないものとして、ピーク時特例

を適用する旨の規定が設けられています。（前記(1)③関係） 

 

① 特定減額前俸給月額に係る減額日の前日に、実際の退職理由と同一の理由によ

り退職したものとみなし、かつ、同日までの勤続期間及び特定減額前俸給月額を

基礎として算定した基本額に相当する額 

② 退職日俸給月額に、次の（Ａ）の割合から（Ｂ）の割合を控除した支給割合を乗

じて得た額 

（Ａ）退職日において、退職日までの勤続期間及び退職日俸給月額を基礎として退

職手当を算定した場合の支給割合 

（Ｂ）①の算定に用いた支給割合 

 

（注１）本特例は、平成１７年改正法の施行日（平成１８年４月１日）又は適用日で

ある新制度切替日以降に行われた減額が対象となります。 

（注２）定年前早期退職特例措置の対象者については、「特定減額前俸給月額」及び

「退職日俸給月額」のいずれも割増しの対象となります。 

 

（例）Ａ円＞Ｂ円のときに特例を適用 

基本額＝（Ａ円×勤続ａ年を基礎とした支給割合）＋ 

（Ｂ円×（勤続ｂ年を基礎とした支給割合－勤続ａ年を基礎とした支給

割合）） 

 

   ・例１：俸給表異動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

・例２：役職定年 

 

(5）調整額 

調整額は、在職期間中の貢献度に応じて加算される額であり、基礎在職期間（退手法

第５条の２第２項にある「基礎在職期間」）の初日の属する月から末日の属する月まで

の各月毎に、当該各月にその者が属していた職員の区分（第１号区分～第１１号区分）

に応じて定められた額（以下「調整月額」といいます。）のうち、その額が多いものか

ら６０月分の調整月額を合計した額をいいます。 

 
【退職手当の調整額区分表（給与法適用職員の例）】 

区分 対応する職員 調整月額 

１ 指定職（６号俸以上）、これに相当する職員 95,400 円 

２ 指定職（５号俸以下）、これに相当する職員 78,750 円 

３ 行（一）１０級、これに相当する職員 70,400 円 

４ 行（一） ９級、これに相当する職員 65,000 円 

５ 行（一） ８級、これに相当する職員 59,550 円 

６ 行（一） ７級、これに相当する職員 54,150 円 

７ 行（一） ６級、これに相当する職員 43,350 円 

８ 行（一） ５級、これに相当する職員 32,500 円 

９ 行（一） ４級、これに相当する職員 27,100 円 

10 行（一） ３級、これに相当する職員 21,700 円 

11 その他の職員（非常勤職員を含む。） 0 円 

(注１) 勤続期間９年以下の自己都合退職者等については、調整額が支給されません。また、勤続期

間１年以上４年以下の退職者（自己都合退職者以外）及び勤続期間10年以上24年以下の自己都

合退職者については、調整額は半額となります。 

(注２) 一定の特別職幹部職員等の調整額は、基本額の8.3/100となります。 

 

 



 

〈参考〉他の主な俸給表における調整額の区分例 

区 

分 

行政職(二) 専門行政職 税務職 公安職(一) 公安職(二) 

級 適用範囲 級 適用範囲 級 適用範囲 級 適用範囲 級 適用範囲 

１           

２           

３   ８  10  11  10  

４   ７  ９  10  ９  

５   ６  ８  ９  ８  

６   ５  ７  ８  ７  

７   ４  ６  ７  ６  

８ 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

３人以上の職種 

の長を直接指揮 

監督する職務に 

従事していた者 

３ 

 

 

 

 

 

俸給の特別調整 

額五種以上 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

 

上記以外の者 

 

上記以外の者 

 

４ 

 

 

 

５  ４ 

 

 

 ４ 

 

＊１ 

10 

 

 

４  ２ 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

上記以外の者 ３ 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

在級期間が120 

月を超える者 

３ 

 

 

＊２ 

 

11 

 

 

 

上記以外の者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

上記以外の者  

 

２ 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

特２

２ 

１ 

 

 

 

「＊１」については、皇宮警部補以上の階級にあった期間が156月を超える皇宮護衛官、副看

守長以上の階級にあった期間が120月を超える刑務官又は警備士以上の階級にあった期間が24月

を超える入国警備官に適用されます。 

「＊２」については、副看守長以上の階級にあった期間が60月を超える刑務官又は警備士補以

上の階級にあった期間が60月を超える入国警備官に適用されます。 

 



 

(6) 退職手当の計算例 

【定年退職で在職中に休職期間のある例】
 

 

・生年月日：昭和３８年（1963年）６月２０日（６１歳定年） 

・在職期間：（採用年月日）    昭和６１年（1986年）４月 ４ 日 

                 （月の途中での採用：１月として算定） 

（昇格年月日）    令和 ４ 年（2022年）４月 １ 日（５級昇格） 

（旧定年退職年月日） 令和 ６ 年（2024年）３月３１日 

（定年退職年月日）  令和 ７ 年（2025年）３月３１日 

(在級年数)      ５級：３６月、４級：７２月 

・私傷病による休職期間：除算対象期間 ７月間 

 （※  休職期間は、調整額の算定の基礎となる期間の計算に影響がなかったものとする。） 

・除算期間：７月÷２＝３.５月 

・勤続期間：（２０２５年３月）－（１９８６年４月）－除算期間（３.５月） 

      ＝３９年－３.５月 

      ＝３８年８.５月 → ３８年（１年未満端数切捨て） 

・退職理由別・勤続期間別支給割合：47.709（退手法第５条適用） 

・特定減額前俸給月額（５９頁参照）： 

行(一)５級７３号俸 392,700円（令和６年４月１日時点の俸給月額）･･･【Ａ】 

・定年退職日の俸給月額： 

行(一)５級７３号俸 274,900円（392,700円×0.7）（100円未満四捨五入）･･･【Ｂ】 

・基本額の計算（ピーク時特例（５９頁参照）の適用）： 

基本額 ＝（392,700円【Ａ】×47.709（勤続38年の支給割合））＋（274,900円【Ｂ】 

×（47.709（勤続39年の支給割合）－47.709（勤続38年の支給割合）） 

＝（392,700円×47.709）＋（274,900円×０） 

＝18,735,324.3円 

・退職手当支給額：基本額 ＋ 調整額 

＝18,735,324.3円＋（32,500円×36月＋27,100円×24月） 

（※ 調整額は退職日までの期間で計算する。） 

      ＝18,735,324.3円＋1,820,400円 

＝20,555,724.3円 

           ＝20,555,724円（１円未満端数切捨て） 

 

 

【役降りした後に定年退職する例】 

・生年月日：昭和３８年（1963年）６月２０日（６１歳定年） 

・在職期間：（採用年月日）    平成 ２ 年（1990年）４月 １ 日 

（昇格年月日）    令和 ４ 年（2022年）４月 １ 日（７級昇格） 

（役降り年月日）   令和 ６ 年（2024年）４月 １ 日（６級降格） 

（旧定年退職年月日） 令和 ６ 年（2024年）３月３１日 

（定年退職年月日）  令和 ７ 年（2025年）３月３１日 

（在級年数）     ７級：２４月、６級：８４月 

・除算期間：０月 

・勤続期間：（２０２５年３月）－（１９９０年４月）－除算期間（０月） 

      ＝３５年－０月 

・（役降り時）退職理由別・勤続期間別支給割合：46.83015（退手法第５条適用） 

・（退 職 時）退職理由別・勤続期間別支給割合：47.709  （退手法第５条適用） 

・特定減額前俸給月額（５９頁参照）：行(一)７級３０号俸 430,000円（令和６年４月１日

時点の降格前の俸給月額）・・・【Ａ】 



 

・定年退職日の俸給月額：行(一)６級５６号俸 285,700円（408,100円×0.7）（100円未満

四捨五入）・・・【Ｂ】 

 

→【Ａ】＞【Ｂ】なので、ピーク時特例（５９頁参照）を適用 

 

・基本額の計算（ピーク時特例（５９頁参照）の適用）： 

基本額 ＝（430,000円【Ａ】×46.83015（勤続34年の支給割合））＋（285,700円【Ｂ】 

×（47.709（勤続35年の支給割合）－46.83015（勤続34年の支給割合）） 

＝（430,000円×46.83015）＋（285,700円×0.87885） 

＝20,136,964.5円＋251,087.445円 

＝20,388,051.945円 

・退職手当支給額：基本額＋調整額 

＝20,388,051.945円＋（54,150円×24月＋43,350円×36月） 

（※ 調整額は退職日までの期間で計算する。） 

      ＝20,388,051.945円＋2,860,200円 

＝23,248,251.945円 

           ＝23,248,251円（１円未満端数切捨て） 

 

 

【引上げ前の定年が６０歳の職員が応募認定退職制度に応募し、５３歳で応募認定退職す

る場合の例（※令和５年４月１日以降の当分の間の措置の場合）】
 

 

・在職期間：（採用年月日） 平成 ７ 年（1995年）４月 １ 日 

      （昇格年月日） 令和 ６ 年 (2024年）４月 １ 日（５級昇格） 

      （退職年月日） 令和 ８ 年（2026年）３月３１日 

・旧定年年齢（６０歳）までの残年数：７年 

・勤続期間：（２０２６年３月）－（１９９５年４月）＝３１年 

・退職理由別・勤続期間別支給割合：42.31035（退手法第５条適用） 

・退職日の俸給月額：行(一)５級７０号俸 405,300円 

・退職手当支給額：基本額（退職日の俸給月額×（１＋３％×残年数（７年）） 

                  ×支給割合（42.31035）＋調整額 

               ＝405,300円×（１＋21％）×42.31035 

          ＋（32,500円×24月＋27,100円×36月） 

               ＝22,505,145.6745円 

        ＝22,505,145円（１円未満端数切捨て） 

 

 

  



 

国家公務員退職手当支給割合一覧（※平成 30 年 1 月 1 日～、調整率を乗じた後のもの） 
 
勤 
続 
年 
数 

 
 

法第３条 法第４条 法第５条 
自己都合 

 
(11 年未満勤続) 

定年･応募認定退

職(１号)･任期終

了・事務都合退職･

公務外死亡･通勤

傷病等 

公務外傷病
(通勤傷病
を除く) 
 
 
 

(11 年以上 

  25 年未満勤続) 

定年･応募認定退職

(１号)･任期終了・

事務都合退職・公務

外死亡・通勤傷病等 

整理・応募認定退
職(２号)・公務上
死亡・公務上傷病 
 
 
 

(25 年以上勤続) 
定年・応募認定退
職(１号)・任期終
了・事務都合退職・
公務外死亡・通勤
傷病等 

 １     0.5022     0.837    0.837   1.2555(3.6a)  
 ２     1.0044     1.674    1.674   2.511 (4.5a)  
 ３     1.5066     2.511    2.511   3.7665(5.4a)  
 ４     2.0088     3.348    3.348   5.022 (5.4a)  
 ５     2.511     4.185    4.185       6.2775  
 ６     3.0132     5.022    5.022       7.533  
 ７     3.5154     5.859    5.859       8.7885  
 ８     4.0176     6.696    6.696      10.044  
 ９     4.5198     7.533    7.533      11.2995  
 10     5.022     8.37    8.37      12.555  
 11     7.43256     9.2907    11.613375     13.93605  
 12     8.16912    10.2114    12.76425     15.3171  
 13     8.90568    11.1321    13.915125     16.69815  
 14     9.64224    12.0528    15.066     18.0792  
 15    10.3788    12.9735    16.216875     19.46025  
 16    12.88143    14.3127    17.890875     20.8413  
 17    14.08671    15.6519    19.564875     22.22235  
 18    15.29199    16.9911    21.238875     23.6034  
 19    16.49727    18.3303    22.912875     24.98445  
 20    19.6695    19.6695    24.586875     26.3655  
 21    21.3435    21.3435    26.260875     27.74655  
 22    23.0175    23.0175    27.934875     29.1276  
 23    24.6915    24.6915    29.608875     30.50865  
 24    26.3655    26.3655    31.282875     31.8897  
 25    28.0395    28.0395      33.27075     33.27075 
 26    29.3787    29.3787      34.77735     34.77735 
 27    30.7179    30.7179      36.28395     36.28395 
 28    32.0571    32.0571      37.79055     37.79055 
 29    33.3963    33.3963      39.29715     39.29715 
 30    34.7355    34.7355      40.80375     40.80375 
 31    35.7399    35.7399      42.31035     42.31035 
 32    36.7443    36.7443      43.81695     43.81695 
 33    37.7487    37.7487      45.32355     45.32355 
 34    38.7531    38.7531      46.83015     46.83015 
 35    39.7575    39.7575      47.709     47.709 
 36    40.7619    40.7619      47.709     47.709 
 37    41.7663    41.7663      47.709     47.709 
 38    42.7707    42.7707      47.709     47.709 
 39    43.7751    43.7751      47.709     47.709 
 40    44.7795    44.7795      47.709     47.709 
 41    45.7839    45.7839      47.709     47.709 
 42    46.7883    46.7883      47.709     47.709 
 43    47.709    47.709      47.709     47.709 
 44    47.709    47.709      47.709     47.709 
 45    47.709    47.709      47.709     47.709 

(注 1) ( )内は、法第６条の５の最低保障です。 
(注 2) ａは、基本給月額であり、俸給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当等（又はこれら

に相当する手当）の月額合計額をいいます。 
(注 3) 法附則第６項から第８項まで及び昭和４８年法律第３０号附則第５項から第７項による退職手当の

基本額の調整(83.7／100）を含めた計数です。 
(注 4) 令和５年４月１日以降、国家公務員の定年引上げに伴い、当分の間、引上げ前の定年年齢以降非違

なく退職した職員については、勤続期間を同じくする定年退職者と同様の支給率となります。 



 

(7) 退職手当に係る税金 

退職所得は、原則として、他の所得と分離して所得税額を計算します（分離課税）。 

退職の際（退職手当の支払いを受ける時まで）に「退職所得の受給に関する申告書」

を退職手当の支払者に提出した場合には、退職手当額に応じた「課税退職所得金額」に

応じて、「退職所得の源泉徴収税額の速算表」の「税額」欄の算式により計算した額（１

円未満端数切捨て）が、退職手当額から源泉徴収されます。このため、原則として確定

申告をする必要はありません。 

なお、「退職所得の受給に関する申告書」を提出しない場合には、退職手当額に対し

て、２０.４２％の税率を乗じた額が源泉徴収されるため、確定申告により精算するこ

ととなります。 

 

＜課税退職所得金額の計算＞ 

課税退職所得金額 ＝（退職手当額－退職所得控除額）× １／２ （1,000円未満切捨て） 

※国家公務員としての勤続期間が５年以下の場合には、１／２は乗じません。 

 

退職手当額から控除する「退職所得控除額」の計算方法 

・勤続年数が２０年以下の場合（勤続年数については、１年未満の端数は切上げ） 

勤続年数×４０万円（退職所得控除額が８０万円未満の場合には、８０万円） 

・勤続年数が２０年を超える場合 

（勤続年数－２０）×７０万円＋８００万円 

 
（注）「源泉徴収のための退職所得控除額の表」（６８頁）を参照 

 

ア 所得税の計算 

 

 所得税額 ＝(課税退職所得金額×税率－控除額)×1.021(※)（１円未満切捨て） 

         （※）平成２５年から２.１％の復興特別所得税が追加課税されています。 

 

  

 

【退職所得の源泉徴収税額の速算表】 

 

課税退職所得金額(A) 

所得

税率

(B) 

 

控除額(C) 

 

税額=((A)*(B)-(C))*102.1% 

  195 万円以下 

  195 万円超   330 万円以下 

  330 万円超   695 万円以下 

  695 万円超   900 万円以下 

 900 万円超 1,800 万円以下 

1,800 万円超 4,000 万円以下 

4,000 万円超 

  5％ 

 10％ 

 20％ 

 23％ 

33％ 

 40％ 

 45％ 

       － 

   97,500 円 

  427,500 円 

  636,000 円 

1,536,000 円 

2,796,000 円 

4,796,000 円 

((A)* 5%              )*102.1% 

((A)*10% -    97,500 円)*102.1% 

((A)*20% -   427,500 円)*102.1% 

((A)*23% -   636,000 円)*102.1% 

((A)*33% - 1,536,000 円)*102.1% 

((A)*40% - 2,796,000 円)*102.1% 

((A)*45% - 4,796,000 円)*102.1% 

例１：勤続３８年で退職手当額が2,000万円の場合 

退職所得控除額＝（38－20）×70万円＋800万円＝2,060万円 

課税退職所得金額＝（2,000万円－2,060万円）×1/2＝△30万円 ⇒０円 



 

例２：勤続３８年で退職手当額が2,500万円の場合 

退職所得控除額＝（38－20）×70万円＋800万円＝2,060万円 

課税退職所得金額＝（2,500万円－2,060万円）×1/2＝220万円 

所得税額＝（220万円×10％－97,500円）×1.021＝125,072.5円 

⇒ 125,072円（１円未満切捨て） 

 

イ 住民税の計算 

所得税の場合と同様に、退職手当額から退職所得控除額を差引いた後の金額を求

め、その額に１／２を乗じた額が課税退職所得金額になります。住民税の税率は、課

税退職所得金額にかかわらず、一律、市区町村民税６％、都道府県民税４％ですの

で、それぞれの税率に基づいて住民税の額を計算（１００円未満は、それぞれ切捨

て）します。 

 

例１：退職手当額が2,000万円の場合 

課税退職所得金額が０円（（2,000万円－2,060万円）×1/2 ＝△30万円 

⇒０円）のため住民税は非課税 

市区町村民税＝０円×６％＝０円 

都道府県民税＝０円×４％＝０円 

合    計＝０円 

 

例２：退職手当額が2,500万円の場合 

退職所得控除額を差引いた後の金額は（2,500万円－2,060万円）×1/2 

＝220万円 

市区町村民税＝220万円×６％＝132,000円 

都道府県民税＝220万円×４％＝ 88,000円 

合    計＝ 22万円  

住

民税は、前年１年間の所得を基に年額が決定され、これを６月から翌年５月まで

の間に、月割りで徴収することになっています。 ３

月３１日に定年退職する場合には、その年の４月分及び５月分の住民税を給与か

ら特別徴収できないため、退職手当に課税される所得税及び住民税に併せて、４月

分及び５月分の住民税についても、退職手当の支給時に一括して特別徴収されるこ

とになります。 



 

 源泉徴収のための退職所得控除額の表 

 

勤続年数 
退 職 所 得 控 除 額 

勤続年数 
退 職 所 得 控 除 額 

一般退職の場合 障害退職の場合 一般退職の場合 障害退職の場合 

 
  ２年以下 
 
 
 
  ３  年 
  ４  年 
  ５  年 
 
  ６  年 
  ７  年 
  ８  年 
 
  ９  年 
 １０  年 
 １１  年 
 
 １２  年 
 １３  年 
 １４  年 
 
 １５  年 
 １６  年 
 １７  年 
 
 １８  年 
 １９  年 
 ２０  年 
 
 ２１  年 
 ２２  年 
 ２３  年 
 

         千円 
     ８００ 
 
 
 
   １，２００ 
   １，６００ 
   ２，０００ 
 
   ２，４００ 
   ２，８００ 
   ３，２００ 
 
   ３，６００ 
   ４，０００ 
   ４，４００ 
 
   ４，８００ 
   ５，２００ 
   ５，６００ 
 
   ６，０００ 
   ６，４００ 
   ６，８００ 
 
   ７，２００ 
   ７，６００ 
   ８，０００ 
 
   ８，７００ 
   ９，４００ 
  １０，１００ 
 

         千円 
   １，８００ 
 
 
 
   ２，２００ 
   ２，６００ 
   ３，０００ 
 
   ３，４００ 
   ３，８００ 
   ４，２００ 
 
   ４，６００ 
   ５，０００ 
   ５，４００ 
 
   ５，８００ 
   ６，２００ 
   ６，６００ 
 
   ７，０００ 
   ７，４００ 
   ７，８００ 
 
   ８，２００ 
   ８，６００ 
   ９，０００ 
 
   ９，７００ 
  １０，４００ 
  １１，１００ 
 

 
 ２４  年 
 ２５  年 
 ２６  年 
 
 ２７  年 
 ２８  年 
 ２９  年 
 
 ３０  年 
 ３１  年 
 ３２  年 
 
 ３３  年 
 ３４  年 
 ３５  年 
 
 ３６  年 
 ３７  年 
 ３８  年 
 
 ３９  年 
 ４０  年 
 
 
 ４１年以上 
 
 
 
 
 
 
 

          千円 
   １０，８００ 
   １１，５００ 
   １２，２００ 
 
   １２，９００ 
   １３，６００ 
   １４，３００ 
 
   １５，０００ 
   １５，７００ 
   １６，４００ 
 
   １７，１００ 
   １７，８００ 
   １８，５００ 
 
   １９，２００ 
   １９，９００ 
   ２０，６００ 
 
   ２１，３００ 
   ２２，０００ 
 
 
２２，０００千円に、 
勤続年数が４０年を超 
える１年ごとに７００ 
千円を加算した金額 
 
 
 
 

           千円 
  １１，８００ 
  １２，５００ 
  １３，２００ 
 
  １３，９００ 
  １４，６００ 
  １５，３００ 
 
  １６，０００ 
  １６，７００ 
  １７，４００ 
 
  １８，１００ 
  １８，８００ 
  １９，５００ 
 
  ２０，２００ 
  ２０，９００ 
  ２１，６００ 
 
  ２２，３００ 
  ２３，０００ 
 
 
２３，０００千円に、 
勤続年数が４０年を超 
える１年ごとに７００ 
千円を加算した金額 
 
 
 
 

 
（注）                          （備考） 
 (1)  「勤続年数」とは、退職手当等の支払を受ける      (1)  退職所得控除額は、⑵に該当する場合を除き、 
   人が、退職手当等の支払者の下においてその退職      退職手当等に係る勤続年数に応じ「勤続年数」欄 
   手当等の支払の基因となった退職の日まで引き続      の該当する行に当てはめて求めます。 
   き勤務した期間により計算した一定の年数をいい       この場合、一般退職のときはその行の「退職所 
   ます（所得税法施行令第69条）。                  得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載されて 
  (2)  「障害退職の場合」とは、障害者になったこと      いる金額が、また、障害退職のときはその行の 
    に直接基因して退職したと認められる一定の場合      「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記 
     をいいます（所得税法第30条第６項第３号）。       載されている金額が、それぞれその退職手当等に 
 (3)  「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外      係る退職所得控除額です。 
     の退職の場合をいいます。                (2)  所得税法第30条第６項第１号（退職所得控除額 
                                                   の計算の特例）に掲げる場合に該当するときは、 
                                                       同項の規定に準じて計算した金額が、その退職手 
                                  当等に係る退職所得控除額です。 



 

(別紙) 

                         退職手当手取額計算書 

 １ 退職手当額の算定 

   (1) 勤続年数 

退職（予定）年月    年  月  満   歳  採用年月    年  月 

 勤続年月数（a）      年    月 

 

   除算期間 

 除算対象期間 除算率* 除算年月数

（b） 

 

  * 休職等 1/2、 

   職員団体専従休職期間等 1/1    年  月       年  月 

     年    月       年    月 

 

                勤続年月数(a)－ 除算年月数(b)→ 手当計算上勤続年数 

    退職手当法上の勤続期間＝  －   ＝    年 （端数切捨て） 

 

   税法上の勤続年数 ＝ 勤続年数               →    （c）    年 （端数切上げ） 

     （注） 税法上の勤続年数の扱いとしては、除算年月数(b)のうち、職員団体専従休職期間は全て除算

するが、その他の休職等期間は除算せず、全休職等期間を勤続年数として含める。 

 

  (2) 退職理由 

 □定年  □応募認定  □自己都合  □その他 

 

 (3) 支給割合                                         （d)  

    (1)と(2)に基づく「国家公務員退職手当支給割合一覧」（６５頁参照）の支給割合 

 

（ピーク時特例が適用される場合） 

減額日前日までの勤続期間に応じた支給割合          （e) 

 

 (4) 退職日の俸給月額                                 （f）              円 

  

（定年前早期退職者に対する特例による場合） 

 早期退職募集制度に応募して認められ、かつ、定年前１５年以内、勤続２０年以上等の場合 

 

     →（e) ×｛１＋３％×(定年年齢 － 退職時年齢）｝＝（g)         円 

 

(注) 定年年齢と退職時年齢の差が１年の場合は２％が適用されます。また、一般職給与法の指定職俸給表

１号俸相当額以上４号俸相当額未満の者については、１年当たりの割増率２％が、４号俸相当額以上の

者については、１年当たりの割増率１％がそれぞれ適用され、６号俸相当額以上の者については不適用 

となっています。 

 



 

（ピーク時特例が適用される場合） 

特定減額前俸給月額                                   （h） 

 

 (5) 調整額 

   基礎在職期間のうち、その調整月額の高い方から６０月分の合計額を加算 

       円  ×     月  ＋        円  ×     月  ＝(i)             円 

 

【退職手当支給額】 

(f)又は(g)退職日の俸給月額 (d)支給割合 (i)調整額      Ａ 退職手当支給額 

             円   ×  ＋          円  ＝           円  

 

 

（ピーク時特例が適用される場合） 

【退職手当支給額】 

（h)特定減額前俸給月額 (e)減額日前日までの勤続期間に応じた支給割合 (f)退職日

の俸給月額 （d)支給割合 (e)減額日前日までの勤続期間に応じた支給割合 

        （h)              (e)          (f)           （d)           (e) 

             円 ×  ＋          円 ×   －  
 

 

(i)調整額       Ａ 退職手当支給額 

＋          円 ＝ 円 
 

 

 

 ２ 退職手当に係る税額 

                   退職手当支給額   －     退職所得控除額 

   ・課税退職所得金額＝（Ａ                円  － （ア）           万円 ）×1/2 

   

                      ＝ Ｂ                円  （1,000 円未満切捨て） 

                                           

       ((ア）の退職所得控除額の計算方法) 

           税法上の勤続年数(c)が 20 年超の場合 

               (勤続年数  －20) × 70 万円 ＋ 800 万円 ＝ (ア)       万円 

           税法上の勤続年数(c)が 20 年以下の場合 

               (勤続年数        × 40 万円            ＝ (ア)        万円 

   

 

 

                                                             

              円 



 

  (1) 所得税（６６頁参照） 

               課税退職所得金額    税 率       控除額 

     所得税 ＝（Ｂ             円  ×      ％  －        万円   ）× 1.021 

＝（イ)              円  （1 円未満切捨て） 

 

 （2）住民税（６７頁参照） 

                        課税退職所得金額    税 率        

市区町村民税 ＝Ｂ            円  × ６ ％ ＝（ウ）          円 

                                                   （100 円未満切捨て） 

都道府県民税 ＝Ｂ             円  × ４ ％ ＝（エ）          円 

                                                   （100 円未満切捨て） 

 ３ 退職手当の税引き後の手取額 

    退職手当支給額         税額（(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)）     税引後手取額 

 Ａ                円   －               円    ＝                 円 

 

 


